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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.8 4.5 ▲ 3.1 0.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 3.1 1.9 ▲ 1.8 3.7

⑤組合等負担等額 1.2 123.3 78.3 0.0

⑥債務負担行為 ▲ 35.9 ▲ 0.1 ▲ 34.7 0.0

⑦一時借入金 皆増    皆減

元利償還金等(a) ▲ 2.7 5.0 ▲ 2.5 0.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 7.5 6.5 3.1 ▲ 1.7

事業費補正（元利・準元利） ▲ 6.4 ▲ 10.8 ▲ 11.4 ▲ 7.2

密度補正（元利・準元利） ▲ 1.0 ▲ 1.6 ▲ 12.1 ▲ 0.7

算入公債費等の額(b) 0.5 ▲ 1.3 ▲ 4.1 ▲ 3.3

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 9.6 20.6 0.8 8.9

0
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0

7.48947019 7.6%23.09128142  / ３ ＝
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1,458,6621,505,746

420,856

400,959

83,342

61,674
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0

2,007,281

169,391

1,262,515

702,485
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474,783532,004
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0
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194,117

1,306,267

H29決算

0 0

568,387
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H30決算

714,765

H28決算

650,751

0

1,942,886

562,806

1,441,083

H27決算

622,892

1,372,930 1,380,080

H28決算

199,355 197,325

1,995,822
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0 28
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8.07266336%

7.6%

8.07266336

＝

R元決算単年
度の実質公債

費の比率 1,262,515

－

令和元年度
の実質公債

費比率

－
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684,022

＝
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10,488,293
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



10 　　　筑後市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.0 1.0 1.9 4.2

普通交付税額 ▲ 3.8 ▲ 2.6 ▲ 2.8 ▲ 4.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 13.0 5.9 1.0 ▲ 19.5

標準財政規模(c) 0.6 0.3 0.6 0.5

算入公債費等の額(b) 0.5 ▲ 1.3 ▲ 4.1 ▲ 3.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

0.6 0.6 1.3 1.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 10.2 19.9 ▲ 0.5 7.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



16 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 13.3 ▲ 2.2 ▲ 11.9 1.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 3.8 ▲ 2.9 ▲ 0.4 ▲ 4.5

⑤組合等負担等額 3.4 16.0 1.3 1.0

⑥債務負担行為 ▲ 18.4 ▲ 23.3 ▲ 30.3 ▲ 33.3

⑦一時借入金    皆増    皆減

元利償還金等(a) ▲ 8.2 0.3 ▲ 7.5 ▲ 0.1

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 6.0 6.7 2.2 0.9

事業費補正（元利・準元利） ▲ 16.5 ▲ 11.2 ▲ 10.4 ▲ 6.4

密度補正（元利・準元利） ▲ 0.8 ▲ 0.2 1.7 ▲ 0.1

算入公債費等の額(b) ▲ 5.5 ▲ 1.4 ▲ 2.9 ▲ 1.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 16.1 6.0 ▲ 21.9 6.8
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99 69
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0 0 0
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＝
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＝
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＝
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＝
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－
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－
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0

2,687,303
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672,847 670,054
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1,080,9081,217,466 968,850

639,591
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



16 　　　筑紫野市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.0 1.2 ▲ 0.1 2.6

普通交付税額 ▲ 7.1 ▲ 7.3 4.2 0.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 21.6 6.4 6.2 ▲ 11.9

標準財政規模(c) ▲ 0.7 0.1 1.0 1.2

算入公債費等の額(b) ▲ 5.5 ▲ 1.4 ▲ 2.9 ▲ 1.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

0.1 0.3 1.6 1.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 16.2 5.7 ▲ 23.1 5.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 7.5 2.8 1.7 0.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 1.0 9.0 53.7 ▲ 43.7

⑤組合等負担等額 12.2 22.0 ▲ 4.2 178.7

⑥債務負担行為 17.3 ▲ 18.4 188.4 91.6

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 7.9 2.7 7.8 13.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 5.7 9.9 7.1 ▲ 0.4

事業費補正（元利・準元利） ▲ 7.9 0.6 ▲ 3.2 ▲ 5.8

密度補正（元利・準元利） 0.4 2.2 2.2 5.8

算入公債費等の額(b) 0.9 6.8 4.0 ▲ 1.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

30.8 ▲ 7.8 18.9 52.6

0

R元決算
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0

5.20394904 5.6%16.98039006  / ３ ＝
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5.6%

7.34990429

＝
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－
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＝
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



29 　　　那珂川市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.5 3.2 1.5 2.7

普通交付税額 ▲ 0.4 ▲ 20.9 ▲ 0.8 22.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 12.3 ▲ 13.5 7.2 13.0

標準財政規模(c) 0.0 ▲ 3.4 1.4 6.9

算入公債費等の額(b) 0.9 6.8 4.0 ▲ 1.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.1 ▲ 4.6 1.1 8.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

30.9 ▲ 3.4 17.6 41.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 4.3 ▲ 0.8 2.6 ▲ 22.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 8.8 ▲ 3.6 3.9 1.0

⑤組合等負担等額 3.9 3.5 ▲ 2.0 ▲ 0.4

⑥債務負担行為

⑦一時借入金 46.7    皆減    皆増    皆減

元利償還金等(a) ▲ 0.5 ▲ 1.5 2.8 ▲ 15.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 5.0 4.7 2.6 ▲ 1.2

事業費補正（元利・準元利） ▲ 14.4 ▲ 0.7 8.4 ▲ 10.4

密度補正（元利・準元利） ▲ 1.4 ▲ 11.4 ▲ 1.7 ▲ 8.6

算入公債費等の額(b) ▲ 4.1 2.1 4.8 ▲ 5.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

3.2 ▲ 4.9 0.7 ▲ 25.4
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



14 　　　中間市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.2 ▲ 0.9 1.1 ▲ 0.5

普通交付税額 ▲ 3.0 0.3 ▲ 1.6 0.6

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 21.1 3.2 ▲ 1.7 ▲ 19.8

標準財政規模(c) ▲ 1.8 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 1.0

算入公債費等の額(b) ▲ 4.1 2.1 4.8 ▲ 5.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.4 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 0.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

4.7 ▲ 4.5 1.8 ▲ 25.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

単年度の実質
公債費の比率
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



5 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 11.0 ▲ 6.1 ▲ 5.0 ▲ 6.7

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 1.5 ▲ 3.5 ▲ 6.3 5.6

⑤組合等負担等額

⑥債務負担行為 ▲ 2.5 ▲ 1.5 0.0 ▲ 1.2

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 7.8 ▲ 5.3 ▲ 5.4 ▲ 3.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 5.2 5.0 2.1 ▲ 1.3

事業費補正（元利・準元利） ▲ 16.8 ▲ 3.0 ▲ 2.4 ▲ 5.2

密度補正（元利・準元利） ▲ 1.8 ▲ 2.5 ▲ 2.3 ▲ 4.3

算入公債費等の額(b) ▲ 5.6 1.5 0.2 ▲ 2.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 11.5 ▲ 17.7 ▲ 18.0 ▲ 3.9

0
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0
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＝

R元決算単年
度の実質公債

費の比率 1,655,815

－

令和元年度
の実質公債

費比率

－

(H29単年度の実質公債費比率)

(H30単年度の実質公債費比率)

(R元単年度の実質公債費比率)

6.66902548

0 0

726,814 737,604
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＝
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



5 　　　直方市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.4 0.6 ▲ 2.1 3.5

普通交付税額 ▲ 4.6 2.0 2.1 ▲ 0.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 18.6 9.1 3.7 ▲ 23.1

標準財政規模(c) ▲ 1.1 1.6 ▲ 0.3 0.4

算入公債費等の額(b) ▲ 5.6 1.5 0.2 ▲ 2.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.3 1.6 ▲ 0.3 0.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 11.2 ▲ 19.0 ▲ 17.7 ▲ 4.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率
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実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



2 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.9 5.3 1.9 0.6

②積立不足額 ▲ 22.6 ▲ 38.4 ▲ 18.5 ▲ 73.2

③満期一括償還債 1.4 ▲ 0.9 ▲ 3.4 ▲ 1.1

④公営企業債等繰入額 ▲ 1.0 4.5 ▲ 3.0 ▲ 6.5

⑤組合等負担等額 298.3 ▲ 58.7 190.7 71.6

⑥債務負担行為 3.3 4.5 39.8 3.8

⑦一時借入金 ▲ 68.3 ▲ 63.1 ▲ 23.6 ▲ 68.9

元利償還金等(a) ▲ 1.5 0.3 ▲ 1.0 ▲ 3.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 3.9 1.5 1.0 1.6

事業費補正（元利・準元利） ▲ 8.1 ▲ 5.5 ▲ 6.5 ▲ 3.7

密度補正（元利・準元利） 11.0 ▲ 3.3 ▲ 1.4 ▲ 3.0

算入公債費等の額(b) ▲ 1.4 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 0.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 1.7 3.5 0.7 ▲ 7.9
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－
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



2 　　　福岡市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.3 10.9 3.2 3.0

普通交付税額 ▲ 8.0 38.7 ▲ 9.6 1.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 12.8 34.7 ▲ 5.7 ▲ 21.4

標準財政規模(c) 0.8 15.0 1.1 0.6

算入公債費等の額(b) ▲ 1.4 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 0.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

1.2 18.5 1.7 0.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 2.9 ▲ 12.7 ▲ 1.0 ▲ 8.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.0 11.0 ▲ 5.4 ▲ 4.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 26.1 8.8 ▲ 5.4 ▲ 9.0

⑤組合等負担等額 ▲ 13.7 ▲ 70.9 ▲ 50.3 9.5

⑥債務負担行為 10.4 2.2 ▲ 52.6 ▲ 3.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 3.0 1.8 ▲ 10.3 ▲ 4.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） ▲ 1.2 2.1 ▲ 4.6 ▲ 5.8

事業費補正（元利・準元利） ▲ 8.0 ▲ 11.9 ▲ 12.8 ▲ 13.7

密度補正（元利・準元利） 10.6 20.2 20.8 17.1

算入公債費等の額(b) ▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 6.5 ▲ 7.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

29.0 13.5 ▲ 20.5 3.3
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



22 　　　福津市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.7 2.9 2.8 3.6

普通交付税額 ▲ 2.3 ▲ 0.5 ▲ 3.0 ▲ 2.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 15.7 10.1 ▲ 2.2 ▲ 19.4

標準財政規模(c) 0.7 2.0 0.4 0.1

算入公債費等の額(b) ▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 6.5 ▲ 7.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

1.6 2.8 1.8 1.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

27.0 10.4 ▲ 21.9 1.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 3.8 0.1 1.4 ▲ 0.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 28.8 24.5 ▲ 29.0 ▲ 8.7

⑤組合等負担等額 ▲ 43.0    皆減

⑥債務負担行為 ▲ 2.1 9.6 ▲ 22.5 1.9

⑦一時借入金 皆減

元利償還金等(a) 6.6 4.6 ▲ 7.9 ▲ 1.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 5.2 3.5 1.1 ▲ 0.4

事業費補正（元利・準元利） ▲ 6.2 ▲ 17.3 ▲ 1.8 ▲ 1.5

密度補正（元利・準元利） 1.8 1.4 2.1 1.1

算入公債費等の額(b) 1.1 ▲ 3.2 0.4 ▲ 0.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

16.4 16.6 ▲ 18.5 ▲ 4.1

H27決算
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



13 　　　豊前市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.6 6.1 ▲ 0.4 0.3

普通交付税額 0.6 ▲ 6.1 ▲ 2.0 1.8

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 14.0 ▲ 3.3 ▲ 0.8 ▲ 19.2

標準財政規模(c) ▲ 0.4 0.4 ▲ 1.1 ▲ 0.2

算入公債費等の額(b) 1.1 ▲ 3.2 0.4 ▲ 0.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.6 1.0 ▲ 1.3 ▲ 0.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

17.1 15.5 ▲ 17.4 ▲ 3.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 3.3 ▲ 9.8 ▲ 4.3 ▲ 5.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 2.2 14.6 6.5 ▲ 7.2

⑤組合等負担等額 ▲ 0.1 ▲ 0.8 ▲ 5.5 0.0

⑥債務負担行為 ▲ 14.9 ▲ 54.0 ▲ 30.9 ▲ 7.7

⑦一時借入金 11.8 15.8 40.9 48.4

元利償還金等(a) 1.4 ▲ 9.7 ▲ 3.6 ▲ 6.1

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 1.3 ▲ 1.4 ▲ 2.5 ▲ 6.0

事業費補正（元利・準元利） ▲ 7.4 ▲ 9.3 ▲ 3.8 ▲ 3.4

密度補正（元利・準元利） ▲ 8.4 ▲ 1.3 ▲ 0.1 ▲ 0.1

算入公債費等の額(b) ▲ 1.1 ▲ 3.3 ▲ 2.7 ▲ 5.3

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

7.2 ▲ 23.8 ▲ 6.2 ▲ 8.4

0
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0

4.27162593 4.2%12.72319374  / ３ ＝
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＝
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



27 　　　みやま市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.6 1.2 1.2 1.5

普通交付税額 ▲ 2.6 ▲ 4.9 ▲ 2.9 ▲ 1.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 20.0 1.2 ▲ 3.3 ▲ 22.2

標準財政規模(c) ▲ 1.8 ▲ 2.0 ▲ 1.1 ▲ 1.2

算入公債費等の額(b) ▲ 1.1 ▲ 3.3 ▲ 2.7 ▲ 5.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.9 ▲ 1.9 ▲ 0.9 ▲ 0.7

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

9.3 ▲ 22.3 ▲ 5.3 ▲ 7.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



24 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.9 ▲ 1.5 9.1 1.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.1 3.4 3.6 5.3

⑤組合等負担等額 ▲ 18.3 ▲ 22.1 ▲ 93.5 68.3

⑥債務負担行為 ▲ 49.1    皆減

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 0.3 ▲ 2.3 4.0 1.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 7.9 ▲ 2.9 8.5 0.1

事業費補正（元利・準元利） ▲ 15.1 ▲ 19.6 ▲ 7.9 ▲ 1.0

密度補正（元利・準元利） ▲ 1.3 ▲ 2.1 ▲ 1.1 ▲ 3.2

算入公債費等の額(b) 1.8 ▲ 6.5 5.3 ▲ 0.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 4.5 12.1 0.3 7.9
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



24 　　　宮若市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.8 8.3 8.3 ▲ 3.2

普通交付税額 ▲ 0.5 ▲ 13.0 ▲ 9.3 ▲ 0.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 18.4 ▲ 6.9 ▲ 8.9 ▲ 13.7

標準財政規模(c) ▲ 1.9 ▲ 0.7 1.5 ▲ 2.8

算入公債費等の額(b) 1.8 ▲ 6.5 5.3 ▲ 0.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.5 0.3 0.9 ▲ 3.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 2.1 11.8 ▲ 0.6 11.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

単年度の実質
公債費の比率
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百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



19 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.1 ▲ 4.2 ▲ 4.9 ▲ 2.4

②積立不足額 0.0 0.0    皆減

③満期一括償還債 0.0 ▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 33.3

④公営企業債等繰入額 ▲ 5.8 ▲ 6.2 5.6 ▲ 0.1

⑤組合等負担等額 ▲ 12.8 ▲ 65.8 ▲ 2.0 ▲ 83.6

⑥債務負担行為 8.4 0.8 ▲ 73.2 117.8

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 1.9 ▲ 12.2 ▲ 11.7 ▲ 2.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 1.3 0.2 2.1 3.1

事業費補正（元利・準元利） ▲ 8.3 ▲ 17.6 ▲ 18.3 ▲ 4.7

密度補正（元利・準元利） ▲ 1.3 4.7 5.3 10.6

算入公債費等の額(b) ▲ 1.7 ▲ 4.8 ▲ 2.9 1.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.0    皆減
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＝
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3,647,806 3,586,092
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3,812,657
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0
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0
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2,165,713
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



19 　　　宗像市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.4 0.7 ▲ 0.2 1.8

普通交付税額 ▲ 2.6 ▲ 4.2 0.7 1.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 20.5 2.4 4.1 ▲ 10.8

標準財政規模(c) ▲ 0.4 ▲ 0.9 0.4 1.0

算入公債費等の額(b) ▲ 1.7 ▲ 4.8 ▲ 2.9 1.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.1 0.0 1.1 0.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 5.9    皆減

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.3 ▲ 12.6 4.6 2.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 1.2 0.6 1.3 ▲ 0.9

⑤組合等負担等額 ▲ 0.1 ▲ 0.8 ▲ 5.5 0.0

⑥債務負担行為 13.6 ▲ 5.5 ▲ 17.8 ▲ 15.6

⑦一時借入金 777.8 ▲ 78.5 205.9 34.6

元利償還金等(a) ▲ 1.4 ▲ 10.7 3.3 1.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 4.8 5.8 4.7 3.5

事業費補正（元利・準元利） ▲ 23.2 ▲ 8.6 ▲ 6.2 ▲ 7.9

密度補正（元利・準元利） ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.4 0.8

算入公債費等の額(b) ▲ 2.6 2.7 2.6 1.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

1.4 ▲ 41.9 6.3 ▲ 0.3

0

R元決算

2,950,816

0

5.16157693 5.0%15.17946868  / ３ ＝

698,624

13,434,874

H27決算 H28決算 H29決算 H30決算

2,890,8422,763,043

457,868

466,442

33,810

78,708

698,624

R元決算

R元決算

70

3,529,846

81,685

2,831,222

2,327,750

421,787

2,147,7581,937,786

488,076534,125

H29決算

0

3,236,758

659,443

81,045

2,717,198

H30決算

81,364

2,787,658

H29決算

17 52

695,416

464,440 470,702

H30決算

2,248,745

H28決算

2,030,019

0

3,780,709

1,134,535

3,163,096

H27決算

1,118,449

2,715,963 2,646,174

H28決算

82,761 82,030

3,834,412

105,599 119,976

9 79

平成30年度

2,831,222
5.20007854%

5.0%

5.20007854

＝

R元決算単年
度の実質公債

費の比率 2,831,222

－

令和元年度
の実質公債

費比率

－

(H29単年度の実質公債費比率)

(H30単年度の実質公債費比率)

(R元単年度の実質公債費比率)

4.81781320

36,085 36,066

455,961 461,492

0

柳川市

平成27年度

8.1%

平成28年度

7.9%
実質公債費比率

700,955

＝
3,529,846

16,266,096

6.9%

＝

H27決算

113,375 93,207

3,488,6133,376,641

0

0 0 0

35,766 33,810

平成29年度 令和元年度

6.0%

＝

0

◎ 実質公債費比率の状況と推移



8 　　　柳川市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.3 ▲ 0.1 1.8 2.4

普通交付税額 ▲ 4.8 ▲ 0.8 ▲ 2.1 ▲ 1.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 20.4 5.7 ▲ 1.7 ▲ 22.4

標準財政規模(c) ▲ 2.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.6

算入公債費等の額(b) ▲ 2.6 2.7 2.6 1.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.0 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 1.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

3.5 ▲ 41.5 7.1 0.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

5.20007854

H29決算 H30決算 R元決算

4.817813208.22972744

13,687,600

H29決算

2,646,174

16,431,989

H29決算 R元決算H30決算

2,717,198

837,133

13,434,874

R元決算

822,929

13,785,815

H28決算

791,702 638,339

2,831,2222,787,658

16,266,09616,404,798

8,157,591

7,470,166

H30決算

7,584,748

8,200,971

H28決算

7,836,714

7,803,573

H27決算

16,780,389

13,580,249

994,670

2,715,963

単年度の実質
公債費の比率

16,367,907

7,829,054

7,738,611

7,969,171

7,575,807

H27決算 H28決算

7.95232596 5.16157693

14,064,426

H27決算

3,834 3,781 

3,377 
3,489 3,530 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 R元決算

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

1,118
1,135

659
701 699

8.1%

7.9%
6.9%

6.0%

5.0%

8.0%

8.2%

4.8%
5.2%

5.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 R元決算

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



9 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 2.7 3.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 14.2 13.0 5.0 1.9

⑤組合等負担等額 18.3 6.2 ▲ 10.8 4.7

⑥債務負担行為 ▲ 35.8 21.3 ▲ 53.4 ▲ 51.8

⑦一時借入金 2.8 ▲ 52.6    皆減

元利償還金等(a) ▲ 0.5 0.4 ▲ 3.5 2.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 1.5 2.4 0.9 0.0

事業費補正（元利・準元利） ▲ 8.1 ▲ 7.9 ▲ 7.3 ▲ 11.7

密度補正（元利・準元利） ▲ 0.6 ▲ 2.6 ▲ 0.3 ▲ 1.8

算入公債費等の額(b) ▲ 0.6 0.0 ▲ 0.6 ▲ 2.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 0.3 1.1 ▲ 9.1 13.1

0

R元決算

3,612,145

0

8.45066136 9.0%27.29045732  / ３ ＝

1,598,838

16,620,365

H27決算 H28決算 H29決算 H30決算

3,488,7173,585,347

475,407

607,157

327,672

23,059

1,598,838

R元決算

R元決算

0

4,570,033

281,775

2,971,195

2,269,569

419,851

2,250,2072,164,099

513,059557,007

H29決算

0

3,759,464

1,555,211

287,023

3,051,143

H30決算

287,877

3,032,277

H29決算

210 0

606,282

567,500 596,070

H30決算

2,269,847

H28決算

2,197,476

0

4,588,416

1,538,407

3,670,812

H27決算

1,542,674

3,067,726 3,050,009

H28決算

297,345 295,526

4,610,400

131,672 84,517

431 443

平成30年度

2,971,195
9.61975263%

9.0%

9.61975263

＝

R元決算単年
度の実質公債

費の比率 2,971,195

－

令和元年度
の実質公債

費比率

－

(H29単年度の実質公債費比率)

(H30単年度の実質公債費比率)

(R元単年度の実質公債費比率)

9.22004333

279,174 330,360

439,659 502,284

0

八女市

平成27年度

8.6%

平成28年度

8.6%
実質公債費比率

1,413,317

＝
4,570,033

19,591,560

8.9%

＝

H27決算

102,520 47,794

4,445,5944,606,354

0

0 0 0

350,777 313,013

平成29年度 令和元年度

8.8%

＝

0

◎ 実質公債費比率の状況と推移



9 　　　八女市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.2 1.1 0.4 1.0

普通交付税額 ▲ 3.9 ▲ 4.5 ▲ 1.6 ▲ 0.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 20.6 3.1 ▲ 1.6 ▲ 23.5

標準財政規模(c) ▲ 2.2 ▲ 1.9 ▲ 0.8 ▲ 0.8

算入公債費等の額(b) ▲ 0.6 0.0 ▲ 0.6 ▲ 2.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 0.9 ▲ 0.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

2.2 3.4 ▲ 8.3 13.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

9.61975263

H29決算 H30決算 R元決算

9.220043338.91356770

16,867,719

H29決算

3,050,009

20,309,170

H29決算 R元決算H30決算

3,051,143

946,082

16,620,365

R元決算

931,032

17,259,161

H28決算

917,364 712,081

2,971,1953,032,277

19,591,56019,918,862
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百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額
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百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR元決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.0 ▲ 1.1 0.7 6.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.1 1.8 ▲ 4.3 ▲ 2.7

⑤組合等負担等額 0.0 0.0 0.0 ▲ 23.7

⑥債務負担行為 0.0 0.0 0.2 0.0

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 1.1 ▲ 0.5 ▲ 0.4 3.5

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利・準元利） 5.3 3.1 1.2 ▲ 1.9

事業費補正（元利・準元利） 1.7 ▲ 6.7 ▲ 1.6 ▲ 4.9

密度補正（元利・準元利） 3.0 ▲ 8.0 ▲ 1.7 ▲ 4.9

算入公債費等の額(b) 4.4 0.4 0.5 ▲ 2.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 10.8 ▲ 2.2 ▲ 2.2 17.0

H27決算
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



12 　　　行橋市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 5.4 0.2 1.8 3.8

普通交付税額 ▲ 6.3 ▲ 0.1 0.5 ▲ 1.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 19.2 12.1 1.3 ▲ 16.7

標準財政規模(c) 0.1 0.8 1.5 1.1

算入公債費等の額(b) 4.4 0.4 0.5 ▲ 2.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.3 0.9 1.6 1.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 10.5 ▲ 3.0 ▲ 3.7 15.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

単年度の実質
公債費の比率
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元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

764

682

667

652

763

6.0%

5.9% 5.7%
5.4%

5.5%

6.2%

5.6% 5.4% 5.2%

6.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

580

600

620

640

660

680

700

720

740

760

780

H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 R元決算

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）


